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午前１０時３２分開会 
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に予想される環境社会影響は何かをチェックしていただく項目が質問８、という構造になってお

ります。 
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書かれている中で、「提案者は、提案時に所定のスクリーニング様式を用い、当該案件が最終的

に実施された場合の環境社会影響を検討し」と。これは今の文脈から「影響項目を検討する」と

いうのが趣旨であれば、そうした方がいいということですね。 



－10－ 

だと考えております。 

 それから、２つ目のご質問でございますが、外部との関係で申しますと、審査委員会、専門委

員会には、審査・採択段階のところで関与して頂くということになります。ただし、チェックを

する段階では、関係機関、例えばＪＩＣＡさんとかＪＢＩＣさんなどに意見を求めながら、調査

の進捗状況について監理をしていくということでございます。 

○原科委員長 私からも一つ質問させていただきます。 

 この段階で、栗丼
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せて現状を打開するんですが、現行の事業の予算的な枠とか期間を考えますと、環環F咳現状を郡 虀乎促綱咥 郡 蘧考躩Į
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れるようなカテゴリー分類をもう一度考える必要はあるかと思っています。これはまず申し上げ

ておきたいと思います。 

 以下、過日、２月の委員会だったと思いますが、私が「討議項目」という形でペーパーを出し

ました。ほぼそれに従う形で私の提案というか意見を書かせていただきました。ガイドラインの

条文を意識した書き方になっていますが、これはあくまで条文ではなくて、考え方を述べたもの

であるととらえていただければと思います。 

 では、めくっていただいて、まず、基本的な事項についてです。私は理念というのは書いた方

がいいと思っております。 

 第１に、ＯＤＡ輸出信用、民間金融機関における環境社会配慮政策は、近年、国際的に大きな

進展を見せている。 

 また、日本においてもＯＤＡ及び輸出信用の環境社会配慮政策というのはここ５年ぐらいで整

扶凡 詛彛蟫 隊こ信庸どど 、江政どど 輸出寝でとや 晩社滑ノ国 咐考メしせ 出召 私は理念ジ坹す 職照リであるととら鍬畇
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められているのがむしろ本調査のスコーピング、つまりＪＩＣＡで言えばフィージビリティスタ

ディの事前調査が終わった段階ぐらいを目指しているという、ある意味では非常に中途半端とい

うか、今までにあまり例のない最終報告書のゴールかと思っています。ですので、本来はこ
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あり方をもう少し透明性を持たせたものにした方がいいと思います。環境社会配慮の専門家を委

員に含めるという点に関しましては、私としましても、環境と社会面では、持つ背景とか専門知

識が違いますので、別々の方々にお願いするのがいいのではないかと考えています。それから、

委員の名前を明らかにしていくこと。 

 ３点目にありますけれども、審査委員会で行うことに関しまして、３つ目に、ここでほかの案

と比べて，つけ加えていますのは、ＯＤＡ大綱に沿ったものかという点も審査委員会できちんと

審査されるべきことではないかと思います。ここになぜＯＤＡ大綱というどでかいものを持って

きたかと申しますと、私が一番気にしていますのは、ＯＤＡ大綱の中に「実施援助の原則」とい

うのがございまして、そこに「基本的人権及び自由の保障状況に十分注意を払う」という項目と

か、「国際紛争助長への使用を回避する」とか、そういうような重要な文言が盛り込まれている

わけです。 

 このジェトロの調査段階では個別のプロジェクトの社会影響、環境影響というものはわかりま

せんけれども、その国の状況がどうであるかということは、ジェトロのネットワークを駆使して

もご存じのことと思っておりまして、その中でフィリピンの例を見ましても、国の状況がビジネ

スに影響してくるということも考えますと、こういう点もこの段階で審査するべきことではない

かと思っております。 

 ４点目は、審査委員会で出た意見をジェトロに提出するということ。 

 それから、次の申請・採択段階ですけれども、ここでは、ＪＩＣＡのスクリーニングフォーム

に沿って行うという点は、私もそれがいいのではないかと思っています。申請・採択段階につき

ましても、同じですね。先ほど審査委員会で審査されるべき項目というところに入れたように、

ＯＤＡ大綱に照らして地域の人権状況等の情報を記入してもらうことが必要ではないかと思って

います。 

 それから、申請・採択段階でジェトロ側が行うこととしましては、私がほかとちょっと違いま

すのは、採択した案件を公表するというところは同じかと思いますし、調査の概要を公表すると

いうことは重要なことだと思っていますが、その後に、審査委員から出た意見を公表とありまし

て、û ╰ㇻ丼

yゃ てぽする」の入しぢ審査委ï



－23－ 

 それから、裏側へまいりまして、調査段階で行うこととしまして、ジェトロの調査スキームが

かなり上流の調査であるということを考えますと、一番重要なのは必要性の検証と代替案の検証

というところです。ただ、ジェトロのスキームは、何度もおっしゃっているように、時間とお金
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 以上です。 
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○岡崎委員 吉田委員が言われた２点目は、私も全く同じ印象を持ちました。私たちに与えられ

ている委員会のＴＯＲを考えれば、環境社会配慮に議論が集中するのは当然と言えば当然ですが、

一方で案件形成調査の本来の目的と言いますか、案件形成調査をやる上で環境社会配慮の影響を

確認するというのは、リスク評価の重要な一側面ではありますが、しかし一側面にすぎないわけ

ですね。その案件がプロジェクトとして本当に成り立つのかどうかということを、経済的、財務

的、それから、技術的に検討した上で案件をつくっていくということが案件形成調査の本来の調
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いますけれども。 
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いく、これは非常に重要なことだと思っておりまして、たとえそれが、事業実施者でない、事業

の提案者たる民間企業の方であったとしても、自分が提案する事業に対するノーアクションを含

めて有力な代替案をある程度列記して、かつその時点でわかる範囲の検討を行うことは決して無

意味ではないと思います。 

○原科委員長 いや、アセスメントの基本的機能は、今、満田さんがおっしゃったとおりだと私

は思っております。ただ、そういう説明責任を果たすためのプロセスだと思います。だから、ノ

ーアクションは必然的にそういうことなんですよ。つまり、それはやる必要があるというご説明

をしたいわけですから。 

○清水部長 質問ですけれども、アセスメントのフローの中でオプション、代替案を検討する主

体はだれでしょうか。やはり事業者ではないのでしょうか。 

○柳副委員長 もちろん事業者です。 

○清水部長 ですね。ここでは調査の主体がやるのでしょうか。 

○柳副委員長 ただ、アセスメント自体は事業者のセルフコントロールですから、自らのやる行

為について、自分で説明責任を果たすような形ですよね。だから、一般的には提案者が自分の言

っている提案行為に対して説得させなければ採択されないわけですから、それについては論理的

な構成をとるということですよね。大学の授業でもよくあるんですが、「こういうことで訴訟を

起こせますか」という議論をしたときに、「起こせます」というだけの答えだと何もわからない

わけですね。Ａ案、Ｂ案、Ｃ案とありますけれども、Ａ案の場合はこういう問題がありますと、

Ｂ案の場合はこういう問題がある、Ｃ案だとこういうふうにいけるので、だからＣ案がいいので

はないかというような、相手に対する説得ですね。 

 だから、その範囲内で提案者が考えている考え方もちゃんと準備してもらうということは、当
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る必要があるのではないか思うのです。 

○原科委員長 「複数案」でもいいですけど（笑）。 
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について事務局からご説明をいただけますでしょうか。 

○事務局（植田） 今、原科委員長からお話のありましたワーキンググループの日程案でござい


